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水 道 事 業 会 計 

１ 総   括 

(1) 平成21年度決算の概要 

ア 業務面（「2 業務実績」参照） 

災害・渇水・事故に強い水道の構築をめざし，経年化対策として基幹施設の更新・耐震化を進

めるとともに,管路網の耐震化を図る高規格配水管整備事業や，既設送水トンネルのバックアップ

機能を持つ大容量送水管や緊急貯留システムの整備等を，前年度に引き続き実施した。 

また，安全で良質な水道水を供給するため，水源水質の保全及び厳格な水質管理，鉛製給水管

の解消及び直結給水化の促進に努めた。さらに,顧客サービスの充実，水道事業に見合う民間活力

の導入を推進するとともに，壁面緑化やミスト散布など水の有効利用による環境に配慮した施策

の啓発にも努めた。 

イ 経営面（「4 経営成績」参照） 

近年,節水機器の普及や節水行動の定着化，さらには，景気後退等の影響により給水収益は減少

傾向にある。当年度は,給水収益等の減により,収入は前年度より減少したが，企業債支払利息の

減少並びに経費節減等に努めた結果，5 億 8 千万円の純利益となり，前年度に引き続き単年度黒

字を計上している。この結果，前年度繰越利益剰余金32億 1千万円を加えた当年度未処分利益剰

余金は38億円となった。また，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，前年

度末に比べ4億 2千万円減少し，63億 5千万円となっている。 

(2) 審査意見 

ア 「中期経営目標2011」の推進と経営基盤の確立 

近年，節水機器の普及や節水行動の定着化，景気後退等の影響により水需要は減少傾向にあり，

また，水道施設の経年化に伴う更新費用の増加への対応が求められるなど水道事業を取り巻く経

営環境は引き続き厳しい状況にある。 

こうした中，平成 20 年に策定した「神戸水道ビジョン 2017」及びそのアクションプランであ

る「中期経営目標2011」に掲げた目標達成に向けた取り組みを推進している。 

現下の経営環境を踏まえて，今後とも，事務事業の継続的な見直しなど，さらなる経営改善の

着実な実施により，経営収支の均衡を図り，長期に安定する経営基盤の確立に努められたい。 

また，経年化に伴う施設の更新では，配水管網の再構築計画立案システム，水道システム全体

の信頼性評価プログラムを利用しているが，これらを活用した長期投資計画の立案などにより，

より一層の計画的な施設更新及び投資の平準化を図られたい。 
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イ 地下水利用への対応 

近年，地下水を利用した専用水道へ切り替える企業が増加しており，水質管理面での課題だけ

でなく，施設の整備等に要した費用について適正に回収できないなど，経営面への影響も大きい。 

地下水利用水道への対応のあり方として有識者から示された，より一層の実態把握，使用水量

に見合った口径への変更要請，地下水利用水道設置者への適正な負担などについて，合理性，公

平性に配慮しながら，制度の具体化に向けた検討を進められたい。 

  ウ 民間活力の導入及び市民サービスの向上 

業務の執行に際しては，公共性とともに，効率性や経済性が求められている。これまで，民間

事業者の状況等を踏まえながら，検針業務において競争性の導入を図るなど，民間的経営手法を

取り入れてきているが，今後も可能なものから民間活力の導入を積極的に図られたい。 

また，利用者へのサービス向上として，水道修繕受付センターの運営，営業事務オンラインシ

ステムの運用，コンビニエンスストアでの料金収納の拡大のほか，クレジットカード決済の導入

準備を進めている。 

今後とも，利用者に高い満足度を提供できるサービスの検討及び実践に努められたい。 

 

２ 業 務 実 績  

 (1) 給水戸数と給水水量  

給水戸数は，当年度末現在76万 5,602戸（箇所）で，前年度末に比べ6,018戸（0.8％）増加し

ている。給水量は，1 億 8,153 万㎥で，1 戸あたりの使用水量の減少等により，前年度に比べ

60 万 7,041 ㎥（0.3％）減少している。 

直近5年間の推移を見ると，給水戸数はわずかに増加しているものの，給水量は減少傾向である。

これは，一般用が給水戸数の増により給水量を維持しているものの，企業の節水行動が一段と進展

したことや景気後退の影響等により，業務用が減少したことが原因と考えられる。 
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(2) 

築造工事等を実施している。配水管整備増強

工 では，27.5kmにわたる配水管を布設している。 

３

⑴ 

的収入の執行率は99.4％となっている。これは主として，給水量が予定を下回ったことによ

る

き経

営改善に努めた結果，人件費及び委託料，動力費等の物件費が予定を下回ったことによる。 

 

（単位：千㎥，千戸）

年 度 5 17 18 19 20 21

給 水 量 195,303 # 186,116 185,738 186,208 182,141 181,534

給 水 戸 数 652 # 736 745 753 760 766

備考：1　給水量＝年間有収水量

第　１　図　　給　水　量　と　給　水　戸　数　の　推　移
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   　 2  18年度給水量は，工業用水道事業への分水（8,098千㎥）を除く。

 

施設整備の状況 

基幹施設整備工事では，布引工区，奥平野工区，石屋川工区で大容量送水管等を整備している。

開発団地等施設工事では，狩場台，見津が丘で配水池

事

 

 予算の執行状況 

収 益 的 収 支 

収益

。 

収益的支出の執行率は97.5％となっている。これは主として，「中期経営目標2011」に基づ
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第　１　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

(単位　金額：千円，比率：％）

金額（Ａ） 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 37,509,558 100.0 37,275,181 100.0 △ 234,377 99.4

(1) 35,467,462 94.6 35,114,167 94.2 △ 353,295 99.0

(2) 2,008,867 5.4 2,006,578 5.4 △ 2,289 99.9

(3) 33,229 0.1 154,435 0.4 121,206 464.8

1 37,197,483 100.0 36,256,542 100.0 940,941 97.5

(1) 34,969,566 94.0 34,373,753 94.8 595,813 98.3

(2) 2,066,208 5.6 1,826,099 5.0 240,109 88.4

(3) 61,709 0.2 56,689 0.2 5,020 91.9

(4) 100,000 0.3 － － 100,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に 比べ

決算額の 増減

又 は 不 用 額

執行率

（Ｂ／Ａ

×100)

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費

特 別 利 益

特 別 損 失

 

(2) 資 本 的 収 支 

ア 資本的収支の執行状況 

資本的収入の執行率は76.4％となっている。これは主として，工程調整等により基幹施設整備

工事，配水管整備増強工事等を翌年度に繰り越したことにより，その財源である企業債及び国庫

補助金が当年度収入できなかったことによる。 

資本的支出の執行率は78.8％となっている。これは主として，工程調整等により基幹施設整備

工事，配水管整備増強工事等の建設改良費等において，翌年度への繰越額28億 3,522万円及び不

用額20億 1,350万円が生じたことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 93 - 



- 94 - 水道 

 

第　２　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況
(単位　金額：千円，比率：％）

1 12,827,823 100.0 9,795,283 100.0 73,713 △ 3,032,540 76.4

(1) 3,037,000 23.7 2,115,000 21.6 － △ 922,000 69.6

(2) 3,323,858 25.9 2,589,397 26.4 － △ 734,461 77.9

(3) 1,020,313 8.0 841,253 8.6 73,713 △ 179,060 82.5

(4) 2,592 0.0 2,305 0.0 － △ 287 88.9

(5) 953,404 7.4 779,921 8.0 － △ 173,483 81.8

(6) 945,950 7.4 945,950 9.7 － 0 100.0

(7) 590,400 4.6 286,983 2.9 － △ 303,417 48.6

(8) 277,631 2.2 260,701 2.7 － △ 16,930 93.9

(9) 2,156,893 16.8 1,472,274 15.0 － △ 684,619 68.3

(10) 18,382 0.1 － － － △ 18,382 －

(11) 501,400 3.9 501,500 5.1 － 100 100.0

1 22,893,764 100.0 18,045,030 100.0 2,835,229 2,013,505 78.8

(1) 16,637,948 72.7 12,516,206 69.4 2,771,948 1,349,794 75.2

(2) 248,145 1.1 68,920 0.4 － 179,225 27.8

(3) 2,619,018 11.4 2,619,015 14.5 － 3 100.0

(4) 18,382 0.1 － － － 18,382 －

(5) 1,320,917 5.8 1,015,018 5.6 － 305,899 76.8

(6) 1,053,404 4.6 879,921 4.9 63,281 110,202 83.5

(7) 945,950 4.1 945,950 5.2 － 0 100.0

(8) 50,000 0.2 － － － 50,000 －

　備考：1　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  2　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

出 資 金

投 資

予 備 費

翌年度繰越

額 に 係 る

財源充当額

又は翌年度

繰 越 額

予 算 額 に

比 べ 決 算

額 の 増 減

又 は 不 用 額

執 行率

(Ｂ／Ａ

× 100)金　額

（Ａ）

構 成

比 率

金　額

（Ｂ）

構 成

比 率

企 業 債

雑 収 入

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 出 資 金

一 般 会 計 繰 入 金

一 般 会 計 補 助 金

基 金 収 入

基 金 繰 入 金

貸 付 金 返 還 金

項　　　　目

予　算　額 決　算　額

資 本 的 収 入

開 発 費

施 設 増 強 負 担 金

繰 出 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

 

 

　(単位　金額：百万円）

費目
当年度

事業費

翌年度

繰越額
主　な　事　業

基 幹 施 設 整 備 工 事 費 4,746 864
大容量送水管（奥平野工区）整備工事（434）
本山浄水場設備工事（293）

大容量送水管（布引工区）鋼管工事（268）

配 水 管 整 備 増 強 工 事費 4,248 1,330 配水管整備増強工事

開 発 団 地 等 施 設 工 事費 1,978 278
狩場台特1高区配水池増設工事（186）

見津が丘特1高区配水池築造工事（183）

貯浄配水施設改良工事費 1,141 247 千苅貯水池中層曝気設備工事（107）

第　３　表　　　主　な　建　設　改　良　事　業
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イ 資本的収支の構成 

当年度の資本的収入の決算額から翌年度繰越工事資金7,371万円を除いた当年度財源充当額は

97 億 2,157 万円である。これに対し，資本的支出の決算額は 180 億 4,503 万円で，不足する額

83 億 2,345 万円を，前年度繰越工事資金1億 2,747万円，減債積立金4,500万円，損益勘定留保

資金77億 4,341万円及び消費税資本的収支調整額4億 757万円で補填している。 

 

第　２　図　　資 本 的 収 支 の 構 成

建設改良費 12,516

 企業債償還金
2,619

投資
 1,015

出資金等
1,895  

企業債
2,115

 

工事負担金
2,589

 国庫支出金
768

一般会計出資金等
1,726

 

基金繰入金
1,472

その他
1,051

 

補填額　8,323

 

収入

支出

備考：収入は当年度財源充当額である。

（単位　金額 ： 百万円）

 

 

４ 経 営 成 績 

(1) 当年度の損益状況（カッコ内の＊付数字は，第４表の「対前年度増減理由の主なもの」に対応） 

当年度は，収益354億 2,638万円に対して費用349億 3,525万円で，差引4億 9,112万円の経常

利益となっている。これに特別損益を加えた当年度純利益は5億 8,861万円であり，前年度繰越利

益剰余金32億 1,706万円を加えた当年度未処分利益剰余金は38億 568万円となっている。 

前年度と比べると，費用は減少したが，それ以上に収益が減少した結果，経常利益は4 億 3,273 万

円減少している。 

なお，特別利益は，水道局職員厚生会剰余金の返還等であり，特別損失は未収給水収益の時効消

滅等である。 

ア 収   益 

営業収益の主なものは，「給水収益」で，収益の 89.2％を占めている。営業外収益の主なもの

は，給水装置の新設・増径工事の申込者から口径に応じて一定額を徴収する「分担金」が

5 億 4,908 万円，受水費高騰対策として水源基金から繰り入れられた「基金繰入金」が4億円，

阪神水道企業団第 5 期拡張事業等に対する繰出金（利息分）となる「一般会計繰入金」が

2 億 9,862 万円となっている。 

収益は前年度に比べ，4 億 6,027 万円（1.3％）減少している。営業収益では，「給水収益」に

おいて，業務用（*1）が減少し，3億 7,324万円の減少となっている。 
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営業外収益では，雑収益（*3）が増加したものの，一般会計繰入金（*2）及び受取利息の減等

により，前年度に比べ1,439万円の減少となっている。 

  イ 費   用 

営業費用の主なものは，阪神水道企業団及び兵庫県水道用水供給事業からの「受水費」，施設や

構築物等の「減価償却費」，損益勘定支弁職員に係る「人件費」である。営業外費用の主なものは

「支払利息及企業債取扱諸費」である。 

費用は前年度に比べ，2,753万円（0.1％）減少している。営業費用は，「委託料」（*4）が減少

したものの，「人件費」，「減価償却費」（*5）及び「資産減耗費」が増加したことにより，

1 億 3,389 万円の増加となっている。 

営業外費用では，「支払利息及企業債取扱諸費」（*6），「雑支出」（*7）及び阪神水道企業団への

「繰出金」（*8）の減等により，1億 6,142万円の減少となっている。 
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第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　  の　　　比　　較　

(単位　金額：千円，比率：％)

平成21年度 平成20年度

金   額
構成

比率
金   額

収 益 (A) 35,426,387 100.0 35,886,658 △ 460,271 △ 1.3

(a) 33,453,225 94.4 33,899,100 △ 445,875 △ 1.3

給 水 収 益 31,597,647 89.2 31,970,892 △ 373,245 △ 1.2

（ 一 般 用 ） 20,597,863 58.1 20,517,278 80,585 0.4

（ 業 務 用 ） 10,909,483 30.8 11,352,582 △ 443,099 *1 △ 3.9

（ そ の 他 ） 90,301 0.3 101,032 △ 10,731 △ 10.6

受 託 工 事 収 益 245,628 0.7 263,586 △ 17,958 △ 6.8

そ の 他 営 業 収 益 1,609,950 4.5 1,664,622 △ 54,672 △ 3.3

1,973,162 5.6 1,987,558 △ 14,396 △ 0.7

受 取 利 息 174,762 0.5 196,868 △ 22,106 △ 11.2

分 担 金 549,085 1.5 549,645 △ 560 △ 0.1

補 助 金 21,773 0.1 22,980 △ 1,207 △ 5.3

一 般 会 計 繰 入 金 298,624 0.8 368,397 △ 69,773 *2 △ 18.9

基 金 繰 入 金 400,000 1.1 400,000 0 0.0

雑 収 益 528,918 1.5 449,669 79,249 *3 17.6

費 用 (B) 34,935,258 100.0 34,962,790 △ 27,532 △ 0.1

(b) 33,543,480 96.0 33,409,588 133,892 0.4

人 件 費 7,313,878 20.9 7,262,778 51,100 0.7

受 水 費 11,722,694 33.6 11,722,694 0 0.0

受 託 工 事 費 112,306 0.3 123,864 △ 11,558 △ 9.3

委 託 料 2,432,251 7.0 2,596,243 △ 163,992 *4 △ 6.3 *4 電算処理業務費の減

修 繕 費 673,749 1.9 616,104 57,645 9.4

動 力 費 855,988 2.5 872,788 △ 16,800 △ 1.9

減 価 償 却 費 8,460,404 24.2 8,321,980 138,424 *5 1.7 *5 有形固定資産の増

資 産 減 耗 費 288,772 0.8 242,741 46,031 19.0

そ の 他 諸 費 用 1,683,439 4.8 1,650,396 33,043 2.0

1,391,778 4.0 1,553,203 △ 161,425 △ 10.4

支 払 利 息 及

企 業 債 取 扱 諸 費
973,125 2.8 1,053,299 △ 80,174 *6 △ 7.6

繰 延 勘 定 償 却 111,729 0.3 39,905 71,824 180.0

雑 支 出 8,300 0.0 91,602 △ 83,302 *7 △ 90.9

繰 出 金 298,624 0.9 368,397 △ 69,773 *8 △ 18.9

491,129 － 923,868 △ 432,739 △ 46.8

(D) 154,171 － 7,811 146,360 ほぼ皆増

(E) 56,684 － 88,707 △ 32,023 △ 36.1

588,616 － 842,971 △ 254,355 △ 30.2

(G) 3,217,069 － 2,817,098 399,971 14.2

3,805,685 － 3,660,069 145,616 4.0

　　　2  人件費は，給与，手当，法定福利費及び退職給与金(受託工事に係る人件費を含む）である。

　　  3  その他諸費用は，賃金，路面復旧費等である。

*3 弁償金の増

*2 阪神水道企業団への第5期拡張

工事に係る繰出金等の減

*1 企業の節水行動の進展や景気

後退の影響等

対前年度

増 減 率
対前年度増減理由の主なもの

営 業 収 益

対前年度

増　  減
項     目

備考：1  給水収益の用途別内訳

　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

( △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

営 業 外 収 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

前 年 度 繰 越利 益剰 余金

( △ 繰 越 欠 損 金 ）

経 常 損 益 (C=A-B)

特 別 利 益

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

*8 阪神水道企業団への第5期拡張

工事に係る繰出金等の減

*7 施設補修費（烏原貯水池）の

減

*6 未償還残高の減及び平均利率

の低下
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(2) 損益状況の推移 

  ア 営業損益の推移 

  本業の収支を表す営業損益では，平成17年度に営業損益が黒字に転換した以降，この傾向が続

いたが，当年度は営業費用が営業収益を上回る状況になっている。 

  これは，給水収益の減少傾向が続くなかで，平成 20 年度に策定した「中期経営目標 2011」に

基づき委託料の削減など経営改善に努めるも，水道施設の更新に伴う減価償却費の増等により，

結果として営業費用が増加したことによる。 

 

 

（単位：百万円）
年　　　　　度 5 17 18 19 20 21

営 業 収 益 32,270 34,976 34,998 34,818 33,899 33,453
営 業 費 用 32,115 34,864 34,176 33,916 33,410 33,543
営 業 損 益 154 112 822 902 490 △90

第　３　図　　営 業 損 益 の 推 移
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イ 当年度純損益の推移 

  上記の営業損益に営業外損益，特別損益を加えた当年度純損益は，5 億 8,861 万円の黒字で，

平成15年度以降は黒字を計上している。 

利益剰余金処分としては，減債積立金として3,000万円を，また建設改良工事に充てるための

建設改良積立金として2億 8,000万円をそれぞれ処分する予定であり，昭和40年代から50年代

にかけて建設した水道施設の更新に備えている。 
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（単位：百万円）
年　　　　　度 5 17 18 19 20 21

当 年 度 純 損 益 △635 1,150 919 898 843 589

当 年 度 未 処 分 利 益

剰余金(△未処理欠損 金）
△630 3,968 4,829 3,289 3,660 3,806

資 金 在 高 7,848 5,431 6,607 9,255 6,775 6,352
備考：資金在高＝流動資産－流動負債

第　４　図　 当 年 度 純 損 益 の 推 移

△2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

5 17 18 19 20 21 年度

百万円

資金在高 当年度純損益 当年度未処分利益
剰余金(△未処理欠損金）

 

(3) 経営の効率性 

水道事業の効率性を表す指標として，1㎥当たりの給水収益と給水原価の比較がある。 

当年度の１㎥当たりの給水収益は174円 6銭で，前年度に比べ1円 47銭（0.8％）減少している。

また，１㎥当たりの給水原価は189円 32銭で，前年度に比べ94銭（0.5％）増加しているが，これ

は主として，給水量の減少が大きかったことによる。 

この結果，１㎥当たりの給水収益と給水原価との差引は15円 26銭の赤字となり，前年度に比べ

ると2円41銭悪化している。また，給水原価に対する給水収益比率は91.9％と，前年度に比べ1.3 ポ

イント低下している。 

 

第　５　表　　　1㎥ 当 た り 給 水 収 益 と 給 水 原 価 の 比 較

(単位　金額：円，比率：％）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

１㎥当たり給水収益 (A) 175.93 176.10 176.58 175.53 174.06

１㎥当たり給水原価 (B) 194.64 190.19 187.73 188.38 189.32

人件費 41.17 41.26 40.62 39.01 39.46

内 受水費 63.12 63.24 63.25 64.36 64.58

減価償却費 45.59 45.40 44.84 45.69 46.60

訳 支払利息及企業債取扱諸費 9.02 7.89 7.00 5.78 5.36

その他 35.75 32.39 32.02 33.54 33.32

差       引 （ A － B ） △18.71 △14.09 △11.15 △12.85 △15.26

A／B×100 90.39 92.59 94.06 93.18 91.94

備考：1　１㎥当たり給水収益＝給水収益/給水量

　  　2　１㎥当たり給水原価＝費用/給水量（但し，費用には受託工事費，材料売却原価，

         繰出金，特別損失を含まない。）

　　　3　人件費は，給料，手当，法定福利費及び退職給与金である。

　　　4　その他は，委託料，修繕費，動力費等である。

　　　5　18年度の給水収益及び給水量からは工業用水道事業への分水の影響を除いてある。
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５ 財 政 状 態 

 (1) 貸借対照表（カッコ内の＊付数字は，第６表の「対前年度増減理由の主なもの」に対応） 

資金の運用形態を示す「資産」の総額は3,441億 5,437万円で，そのうち構築物や土地等の有形

固定資産が 84.1％を占めている。一方，資金の調達源泉を示す「負債及び資本」では，これらの

有形固定資産獲得の源泉となった工事負担金（資本剰余金），企業債（借入資本金）及び国庫補助

金（資本剰余金）で全体の56.3％を占めている。 

ア 資   産 

資産の95.1％が固定資産で，そのうち有形固定資産が大半を占めている。 

固定資産のうち有形固定資産の主なものは，配水管等の「構築物」，「土地」，「建物」，電気設備

等の「機械及装置」と，建設中の固定資産への支出額を計上する「建設仮勘定」である。また，

無形固定資産は電話施設及び電気ガス供給施設に係る「施設利用権」，投資は「基金」が主なもの

である。流動資産の主なものは「現金預金」である。 

前年度に比べると，現金預金（*5），基金（*4）及び前払金（*6）等が減少したものの，建設仮

勘定（*2），投資有価証券（*3）及び機械及装置（*1）等が増加したため，資産総額は増加してい

る。 

  イ 負債及び資本 

負債及び資本のうち，剰余金が57.7％，資本金が37.6％で，資本が95.2％を占めている。 

固定負債は水源基金からの繰入を行う「受水費高騰対策勘定」，流動負債は「未払金」が主なも

のである。資本金は，「自己資本金」及び企業債の「借入資本金」である。剰余金のうち資本剰余

金の主なものは「工事負担金」及び「国庫補助金」である。 

前年度に比べると，前受金（*7）及び預り金(*8)等が減少したが，工事負担金（*11）及び国庫

補助金（*10）等が増加したため，負債及び資本総額は増加している。 
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(単位　金額：千円，比率：％)

平成20年度末

金　　額

（Ａ）

構成

比率

金　　額

（Ｂ）

344,154,375 100.0 343,989,976 164,399 0.0

Ⅰ 327,200,919 95.1 323,142,370 4,058,549 1.3

1 289,578,191 84.1 286,432,416 3,145,775 1.1

(1) 土 地 32,018,782 9.3 32,018,782 0 0.0

(2) 建 物 11,074,088 3.2 11,253,209 △ 179,121 △ 1.6

(3) 構 築 物 218,833,492 63.6 218,872,450 △ 38,958 0.0

(4) 機 械 及 装 置 11,129,045 3.2 10,542,076 586,969 *1 5.6

(5) 車 両 運 搬 具 88,967 0.0 86,067 2,900 3.4

(6) 船 舶 1,787 0.0 2,748 △ 961 △ 35.0

(7) 工 具 器 具 及 備 品 463,332 0.1 464,931 △ 1,599 △ 0.3

(8) 建 設 仮 勘 定 15,968,696 4.6 13,192,152 2,776,544 *2 21.0

２ 19,124 0.0 20,382 △ 1,258 △ 6.2

(1) 地 上 権 710 0.0 1,420 △ 710 △ 50.0

(2) 施 設 利 用 権 18,414 0.0 18,962 △ 548 △ 2.9

３ 37,603,605 10.9 36,689,573 914,032 2.5

(1) 投 資 有 価 証 券 13,338,859 3.9 11,166,338 2,172,521 *3 19.5

(2) 出 資 金 1,036,479 0.3 1,436,479 △ 400,000 △ 27.8

(3) 基 金 21,215,703 6.2 22,072,959 △ 857,256 *4 △ 3.9

(4) そ の 他 投 資 2,012,564 0.6 2,013,798 △ 1,234 △ 0.1

Ⅱ 16,483,141 4.8 20,331,200 △ 3,848,059 △ 18.9

１ 11,046,935 3.2 14,487,720 △ 3,440,785 *5 △ 23.7

２ 2,876,843 0.8 2,764,258 112,585 4.1

３ 401,501 0.1 362,593 38,908 10.7

４ 9,452 0.0 9,415 37 0.4

５ 922,579 0.3 1,481,642 △ 559,063 *6 △ 37.7 *6 工事前払金の減（5億5,898万円）

６ 5,100 0.0 5,100 0 0.0

７ 1,220,731 0.4 1,220,473 258 0.0

Ⅲ 470,315 0.1 516,406 △ 46,091 △ 8.9

１ 470,315 0.1 516,406 △ 46,091 △ 8.9

344,154,375 100.0 343,989,976 164,399 0.0

16,418,705 4.8 20,279,906 △ 3,861,201 △ 19.0

Ⅰ 6,287,487 1.8 6,723,494 △ 436,007 △ 6.5

１ 181,516 0.1 363,033 △ 181,517 △ 50.0

２ 610,600 0.2 637,600 △ 27,000 △ 4.2

３ 1,817,409 0.5 1,644,900 172,509 10.5

４ 3,677,961 1.1 4,077,961 △ 400,000 △ 9.8

Ⅱ 10,131,218 2.9 13,556,412 △ 3,425,194 △ 25.3

１ 5,283,205 1.5 5,623,813 △ 340,608 △ 6.1

２ 1,752,900 0.5 3,813,522 △ 2,060,622 *7 △ 54.0

３ 1,869,282 0.5 2,893,504 △ 1,024,222 *8 △ 35.4

４ 5,100 0.0 5,100 0 0.0

５ 1,220,731 0.4 1,220,473 258 0.0

327,735,671 95.2 323,710,070 4,025,601 1.2

Ⅰ 129,326,879 37.6 129,785,894 △ 459,015 △ 0.4

１ 86,639,801 25.2 86,594,801 45,000 0.1

２ 42,687,078 12.4 43,191,093 △ 504,015 *9 △ 1.2

Ⅱ 198,408,792 57.7 193,924,176 4,484,616 2.3

１ 191,342,107 55.6 187,401,107 3,941,000 2.1

(1) 受 贈 財 産 評 価 額 10,608,665 3.1 10,524,842 83,823 0.8

(2) 国 庫 補 助 金 24,014,130 7.0 23,176,855 837,275 *10 3.6

(3) 県 補 助 金 13,042 0.0 13,042 0 0.0

(4) 一 般 会 計 補 助 金 6,806,561 2.0 6,804,256 2,305 0.0

(5) そ の 他 補 助 金 4,734 0.0 4,634 100 2.2

(6) 工 事 負 担 金 127,036,011 36.9 124,552,532 2,483,479 *11 2.0

(7) 施 設 増 強 負 担 金 19,649,835 5.7 19,376,518 273,317 1.4

(8) そ の 他 資 本 剰 余 金 3,209,129 0.9 2,948,428 260,701 8.8

２ 7,066,685 2.1 6,523,069 543,616 8.3

(1) 減 債 積 立 金 43,000 0.0 45,000 △ 2,000 △ 4.4

(2) 建 設 改 良 積 立 金 3,218,000 0.9 2,818,000 400,000 14.2

(3) 当年度未処分利益剰余金 3,805,685 1.1 3,660,069 145,616 4.0

（うち当年度純損益） (588,616) (0.2) (842,971) (△ 254,355) (△ 30.2)

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，182,717,239千円である。

*11 団地関係工事負担金（18億7万円）等

*8 下水道使用料預り金の減（10億1,589万

円）

*9 企業債償還による減（26億1,901万

円），借入による増（21億1,500万円）

預 り 保 証 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債

未 払 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

*7 団地関係前受金の減（16億7,918万円）

*10 大容量送水管整備（4億6,257万円）等

無 形 固 定 資 産

負 債

流 動 負 債

資 本

資 本 金

受 水 費 高 騰 対 策 勘 定

科        目

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産

開 発 費

繰 延 勘 定

資 産

固 定 資 産

投 資

利 益 剰 余 金

未 収 金

前 払 費 用

自 己 資 本 金

年 賦 未 払 金

前 受 金

預 り 金

資 本 剰 余 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

流 動 資 産

現 金 預 金

前 払 金

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

固 定 負 債

負 債 及 び 資 本

第　６　表　　　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表

対前年度増減

（Ａ－Ｂ）
対前年度増減理由の主なもの

対前年度

増 減 率

平成21年度末

*3 償還期間1年以上の地方債等の購入

*4 施設整備基金等の積立（10億1,501万

円），大容量送水管整備工事充当等への取

崩（△18億6,000万円）等

*5 大口定期の減（107億円），別段預金の

増（52億7,041億円），譲渡性預金の増

（20億円）等

*1 当年度増（13億6,185万円），減価償却

（△7億7,489万円）

*2 基幹施設整備工事，高規格配水管整備

工事費等による増（118億1,081万円），本

勘定への振替による減（90億3,426万円）
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６ そ の 他 

(1) 一般会計からの補助金 

一般会計からの補助金は，その性質上地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当

でない経費などについて，地方公営企業法第17条の2第 1項等の規定により一般会計が負担するも

ので，当年度は収益的収入（税込，特別利益を除く）の1.2％，資本的収入の18.2％に相当する補

助金を受け入れている。収益的収入では，阪神水道企業団第5期拡張事業等に対する繰出（利息分）

が減少し，資本的収入では，阪神水道企業団第5期拡張事業等に対する繰出（元金償還，出資分）

が増加している。 

 

 

（単位　金額：百万円）

平成21年度

補 助 金 額

平成20年度

補 助 金 額

対 前 年 度

増 減 額
説　　　明 収 入 科 目

根 拠 規
(地方 公営 企業 法）

1 社会政策的配慮に対する補助金 61 59 2
民間社会福祉施設等に対する

水道料金の減免分の補助

17条の3

(*1)

2 消 火 栓 維 持 管 理 費 65 53 12
消火栓の維持管理等に係るも

の

17条の2 1項1号

(*2)

3

阪 神 水 道 企 業 団 第 5 期

拡 張 事 業 等 に 対 す る

繰 出 （ 利 息 ）
299 368 △69

平成元年以前の第5期拡張事

業等の元利償還に係る繰出金

のうち利息分

4 児 童 手 当に 要 する 経費 22 23 △1
児童手当のうち,3歳以上を対

象とした特例給付分及び3歳

未満の児童手当の3/10

5 消 火 栓 設 置 負 担 金 53 46 7 消火栓の設置に係るもの
17条の2 1項1号

(*2)

6

阪 神 水 道 企 業 団 第 5 期

拡 張 事 業 等 に 対 す る

繰 出 （ 元 金 ） ， 出 資
1,726 1,242 484

琵琶湖総合開発事業割賦償還

金等に係る繰出金のうち，元

金分及び第5期拡張事業に係

る出資金

7 児 童 手 当に 要 する 経費 2 3 △1
児童手当のうち,3歳以上を対

象とした特例給付分及び3歳

未満の児童手当の3/10

2,228 1,794 434

*1

*2

第 ７ 表　  一  般  会  計  か  ら  の  補  助  金

合　　　計

項　　　目

資本的収入

収益的収入
（営業収益）

収益的収入

（営業外収益）

17条の3

(*1)

17条の3

(*1)

災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合に補助される経費

その性質上地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費（行政的経費）

定
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(2)  企業債 

企業債の発行・償還状況を見ると，平成12・13年度の大容量送水管整備事業及び高規格配水管整

備事業に伴う借入をピークに発行額は減少し，償還額は増加しているため，未償還残高は減少して

いる。 

なお，平成19年度から3ヵ年の特例措置として設けられた公的資金補償金免除繰上償還の制度（行

政改革・経営改革を行う地方公共団体に対し金利の高い（5％以上）の企業債から金利の低い企業債

への借換を認める制度）を活用し，平成19・20年度の2ヵ年は企業債35億 9,206万円を金利の低

いものに借り換えている。 

未償還残高の減少に加え，近年の低金利政策のもとで比較的利率の低い企業債の比率が高くなっ

てきたため，企業債支払利息も減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

年　　　　度 5 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

当 年 度 発 行 額 1,650 5,062 5,088 3,800 2,950 1,600 2,380 1,906 4,705 3,911 2,115

当 年 度 元 金 償 還 額 5,504 3,551 3,575 3,777 3,931 4,385 5,910 5,635 5,664 4,585 2,619

当年度末未償還残高 50,140 54,312 55,825 55,848 54,867 52,082 48,552 44,823 43,864 43,191 42,687

支 払 利 息 3,524 2,396 2,305 2,183 2,016 1,867 1,679 1,466 1,303 1,053 973
備考：支払利息には企業債発行差金及び企業債手数料及取扱諸費を含む。

第　５　図　　企業債発行額等の推移　                （単位：百万円）
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《決算審査資料》 

 

平　　成　　21　　年　　度 平　　成　　20　　年　　度

戸 765,602 6,018 0.8 759,584 6,588 0.9

一 般 用 722,846 6,206 0.9 716,640 7,000 1.0

業 務 用 42,289 △ 194 △ 0.5 42,483 △ 399 △ 0.9

そ の 他 467 6 1.3 461 △ 13 △ 2.7

㎥ 181,534,350 △ 607,041 △ 0.3 182,141,391 △ 4,066,319 △ 2.2

一 般 用 145,119,016 849,911 0.6 144,269,105 △ 2,301,834 △ 1.6

業 務 用 35,757,455 △ 1,398,685 △ 3.8 37,156,140 △ 1,737,019 △ 4.5

そ の 他 657,879 △ 58,267 △ 8.1 716,146 △ 27,466 △ 3.7

㎥ 238 △ 3 △ 1.2 241 △ 8 △ 3.2

一 般 用 202 0 0.0 202 △ 6 △ 2.9

業 務 用 844 △ 27 △ 3.1 871 △ 33 △ 3.7

そ の 他 1,418 △ 114 △ 7.4 1,532 33 2.2

㎥ 195,797,900 △ 1,738,060 △ 0.9 197,535,960 △ 2,663,530 △ 1.3

受 水 量 179,019,620 344,680 0.2 178,674,940 △ 497,990 △ 0.3

自 己 水 源 16,778,280 △ 2,082,740 △ 11.0 18,861,020 △ 2,165,540 △ 10.3

１日平 均配水量 536,433 △ 4,761 △ 0.9 541,194 △ 5,799 △ 1.1

１日最 大配水量 602,250 △ 11,680 △ 1.9 613,930 7,970 1.3

㎥ 900,381 0 0.0 900,381 0 0.0

％ 95.0 0.5 0.5 94.5 △ 0.9 △ 0.9

％ 59.6 △ 0.5 △ 0.8 60.1 △ 0.7 △ 1.2

％ 66.9 △ 1.3 △ 1.9 68.2 0.9 1.3

ｍ 4,721,236 34,779 0.7 4,686,457 23,515 0.5

人 799 5 0.6 794 △ 25 △ 3.1

損益勘定支弁職員 人 698 5 0.7 693 △ 21 △ 2.9

資本勘定支弁職員 人 101 0 0.0 101 △ 4 △ 3.8

備考：1　給水戸数，配水能力，配水管延長，職員数（実人員　3/31退職者を含む）は年度末現在の数値である。

　　　3　1戸当たり給水量＝給水量/{（年度当初給水戸数＋年度末給水戸数）÷2}

　　  4　有効率＝{有収水量(給水量)＋無収水量}/配水量×100

　　  5　施設利用率＝（1日平均配水量/１日配水能力)×100

　  　6　施設最大利用率＝（1日最大配水量/1日配水能力）×100

実　　数 対前年度増減
対前年度

増 減 率

項         目

給水 戸（ 箇 所 ）数

給 水 量 （ 年 ）

実　　数 対前年度増減
対前年度

増 減 率

単位

別　表　１　　　  業　　務　　量　　の　　比　　較

　　　2　給水戸数及び給水量の用途別内訳

　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

施 設 最 大 利 用 率

配 水 管 延 長

職 員 数

配 水 量 ( 年 ）

配 水 能 力 ( 日 ）

有 効 率

施 設 利 用 率

１戸 当た り 給 水量
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（単位　金額：千円）

項          目 平成21年度 平成20年度 平成19年度 平成18年度

Ⅰ 6,173,907 13,386,573 9,726,458 7,835,022

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 588,616 842,971 897,586 918,912

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 400,000 △ 400,000 － △ 300,000

減 価 償 却 費 8,460,404 8,321,980 8,349,615 8,432,158

資 産 減 耗 費 （ 現 金 支 出 を 除 く ） 285,734 242,716 352,421 215,395

減 収 補 て ん 見 返 勘 定 償 却 － － － 220,000

繰 延 勘 定 償 却 111,729 39,905 38,989 38,866

そ の他 特別損失（現金 支出 を除く） － 66 64 14,372

未 収 金 の 増 減 △ 112,584 △ 49,515 229,914 △ 229,904

貯 蔵 品 の 増 減 △ 38,908 12,478 45,407 △ 76,567

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 558,859 1,009,830 △ 883,089 △ 384,262

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 △ 27,000 △ 163,000 △ 810,000 57,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 172,510 127,583 200,000 119,358

未 払 金 の 増 減 △ 340,608 1,290,831 833,345 △ 707,589

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 3,084,844 2,110,729 472,206 △ 482,715

Ⅱ △ 13,138,191 △ 14,460,019 △ 8,144,511 △ 7,475,452

建 設 改 良 費 △ 12,516,206 △ 12,566,657 △ 10,464,553 △ 9,661,403

開 発 費 △ 68,920 △ 385,182 △ 190,890 △ 629

投 資 （ 基 金 へ の 積 立 ） △ 1,015,018 △ 1,239,277 △ 368,671 △ 330,837

固 定 資 産 売 却 代 金 － － 8,206 9,976

基 金 収 入 260,701 283,829 168,026 122,661

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 1,472,274 1,442,103 801,816 1,074,681

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 400,000 400,000 － 300,000

投 資 有 価 証 券 の 取 得 △ 5,403,894 △ 2,701,096 － △ 295,595

投 資 有 価 証 券 の 満 期 3,231,373 1,304,862 1,901,555 1,305,695

そ の 他 投 資 の 増 減 501,500 △ 998,600 － －

Ⅲ 3,523,500 2,967,894 1,764,316 △ 1,064,405

企 業 債 2,115,000 3,911,297 4,705,111 1,906,000

工 事 負 担 金 2,589,397 1,427,792 1,141,410 1,305,614

国 庫 補 助 金 841,253 1,133,895 981,005 819,227

一 般 会 計 補 助 金 2,305 2,600 11,935 1,980

一 般 会 計 出 資 金 779,921 304,457 3,236 605,795

一 般 会 計 繰 入 金 945,950 937,341 934,308 883,832

施 設 増 強 負 担 金 286,983 636,888 207,411 218,585

貸 付 金 返 還 金 － － 85,000 200,000

企 業 債 償 還 金 △ 2,619,015 △ 4,584,629 △ 5,664,161 △ 5,634,791

貸 付 金 － － △ 85,000 △ 200,000

出 資 金 △ 879,921 △ 325,457 △ 3,236 △ 605,795

繰 出 金 △ 945,950 △ 937,341 △ 934,308 △ 883,832

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 407,577 461,051 381,605 318,981

Ⅳ △ 3,440,784 1,894,448 3,346,263 △ 704,834

Ⅴ 14,487,720 12,593,271 9,247,008 9,951,842

Ⅵ 11,046,935 14,487,720 12,593,271 9,247,008

備考：1　本表は間接法により作成している。

　　　2　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

別　表　２　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 推 移

　　　3　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の

　　　　 減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

営 業 活動 に よ るキ ャッ シ ュ ・フ ロ ー

投 資 活動 に よ るキ ャッ シ ュ ・フ ロ ー

財 務 活動 に よ るキ ャッ シ ュ ・フ ロ ー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高


